
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

岡山県 備前市岡山県 備前市岡山県 備前市岡山県 備前市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

40,087
258.23

16,645,498
16,173,393

391,925

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.56][0.56][0.56][0.56]

類似団体内順位

[ 16/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

0.470.470.470.47
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類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.56

備前市の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [94.9%][94.9%][94.9%][94.9%]

類似団体内順位

[ 12/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

92.092.092.092.0
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

93.493.493.493.4
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[131131131131,,,,720720720720円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 10/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,898116,898116,898116,898
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

117,213117,213117,213117,213

(円)
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100,221
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [91.7][91.7][91.7][91.7]

類似団体内順位

[ 4/18 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.097.097.097.0
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.293.293.293.2
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[10101010....60606060人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 14/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

8.418.418.418.41

(人)
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [21.4%][21.4%][21.4%][21.4%]

類似団体内順位

[ 18/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

12.312.312.312.3
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

16.816.816.816.8

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[470470470470,,,,316316316316円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 10/18 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

446,922446,922446,922446,922
岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均岡山県市町村平均

482,666482,666482,666482,666

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

備前市備前市備前市備前市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力指数】
人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（平成19年度末現在28.9％）に加え、耐火物業界をはじめとする地場産業の衰退
等により、財政基盤が弱く、０．５６と類似団体平均（０．７５）を大きく下回っている。活力あるまちづくりを展開しつつ、集中改
革プランに沿った事務事業の整理合理化、民間委託等の推進等、行政の効率化に努めるとともに、市税等の収納率向上、
受益者負担の適正化等歳入の確保に取組み、財政の健全化を図っていく。

【経常収支比率】
人件費、扶助費、補助費等の減により９４．９％と対前年度比１．５％改善したものの、類似団体平均（９２．６％）を上回り、
財政は硬直化しているといえる。今後も、受益者負担の適正化、企業誘致等による経常一般財源の確保を図りつつ、行革を
通して人件費、物件費をはじめとする経常経費の抑制を図ることによって、経常収支比率の改善に努め、持続可能な財政運
営を進める。

【ラスパイレス指数 / 人口1,000人当たり職員数 / 人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
ラスパイレス指数は、全国都市平均、町村平均と比較しても低水準にある。一方、人口1,000人当たり職員数、人口1人当たり
の人件費・物件費等決算額とも、類似団体平均を上回っている。これは、保育園12施設の運営、ごみ収集業務の直営実施等
により、施設職員の多さが影響しているものと考えられる。今後においても、給与の適正化に努めるとともに、集中改革プラン
に沿った施設の統廃合、退職補充の抑制等により、平成22年度当初で対平成17年度比3.8％職員数削減を目標に定員管理の
適正化を図る。

【実質公債費比率 / 人口１人当たり地方債現在高】
実質公債費比率は２１．４％と類似団体中最も高い値である。一因としては、下水道事業への繰出金が多額であることが考え
られる。下水道や病院への繰出金に加え、大規模事業の元金償還が始まるなど、引き続き、厳しい状況が続くと予想される。
また、人口１人当たり地方債現在高も類似団体平均を大きく上回っている。後世への負担を少しでも軽減するよう、公債費負
担適正化計画、財政運営適正化計画に沿って、地方債を財源とする事業についての緊急性や住民ニーズを的確に把握した
事業選択を行うとともに、臨時財政対策債を除く地方債発行額を概ね10億円と設定するなどの取組みを継続していく。


